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イギリスの環境報告書に関する一考察
一１９９６年度に焦点 を当てて 一

松 田 真由美 （法政大学大学 院経営学 専攻博士後期課程）

Ｉ は じめ に

今日、 企業活動を継続してゆくための要素と して環境 は重 要な位置づけとなり、 時には、 企

業の環境への配慮は経済障壁となりうる状況す ら呈 して いる。 そのような中、 環境マネ ジメ ン

ト を 構 築 し、 認 証 を 取 得 す る
た め の ス タ ン ダ ー ド と し て 、ＩＳ Ｏ （Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ

１ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ

Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ） １４００１ と Ｅ Ｍ ＡＳ （Ｅｃｏ－Ｍａｎａｇｅ ｍｅｎｔ ａｎｄ Ａ ｕｄｉｔ Ｓｃ
ｈｅｍｅ） が 存 在 す る。 ＩＳ

Ｏ は

１９９６年９月 に国際規 格と して施行 された世 界規模の規格であり、参加 は自由である。それ に対 し、

ＥＭＡＳはＥＵ規則として存在 し、こちらも参
加はあくまでも自主性 に委ね られて いる が、 一旦参

加を表明することにより法的拘束力が発生し、 情報の妥当性
を公 認環 境検 証人 により証明され

た環境声明書の作成が義務づけられている。

両者における明確な違いの１つは、環境報告 書の作成といえる。ＩＳＯはシステム に報 告書の作

成が体系化されていないのである。で は、ＩＳＯを取得 している企業 は報 告書を作成 してい
ないの

か。 ま た、 ＥＭ ＡＳ が 存 在 す る ＥＵ に お い て、 ＩＳＯ の 環 境 報 告 書 が ど の よ う
な 意 味 を 持 っ て い る の

か。 目 本 で はＩＳＯ の 施 行 が 現 在 の 環 境 志 向 の 原 点 と な り、 １９９６年９月 当 時８８件 で
あ っ た 認 証 取 得

企 業 も、 ２０００年５月 末 の 時 点 で は３８３５件 に の ぼ っ て い る。 そ れ と 同 時 に、 環 境 報 告 書
を 作 成 す る

企業も増加 の一歩を辿り、 環境庁による環境会計の導入 に至った。

そこで本稿では、 報 告書の時系列的な内容や位置
づけ を捉 えてゆく ため に原点と なる１９９６年

に 着 目 し、 ダ ブ ル ス タ ン ダ ー ト の 存 在 よ り 報 告 書 作 成 い か ん が 問 わ れ る ＥＵ に 焦 点 を 当 て、 そ の

中でも先進 的と思 われるイ ギリス の環境報告書を対象に分析 を行う。

皿 環境報告書と は

川 環境 情報 開示 の形 式

環 境 情 報 の 開 示 形 態 をＢｒｏｐｈｙ， Ｓｔａｒｋｅｙ は 以 下 の ３ つ に 分 類 し て い る。

１． イ ン ボ ラ ン タ リ ー ：
「環 境 活 動 に 関 す る 不 本 意 な 情 報 開 示」、 裁 判 所 に よ る 調 査 等
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２． マ ン デ タ リ ー ：
「法 に よ り 要 求 さ れ る 活 動 情 報 の 開 示」、 ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト 等

３．
ボ ラ ン タ リ ー ：「自 発 的 な 開 示」、 環 境 報 告 書 を 必 要 と す る 環 境 管 理 ス キ ー ム 等

こ こ で 環 境 報 告 書 と は、 ２， ３の 分 類 に お い て 作 成 さ れ る も の で あ り、 彼 ら はＥＭ ＡＳの 環 境 声

明 書 を ３ の ボ ラ ン タ リ ー 開 示 の 範田壽 に 位 置 づ け て い る。 し か し、 Ｅ Ｍ ＡＳの 参 加 は あ く ま で も 自

主性に任されているが、
一旦参加 を表明 する ことにより報 告書の作成 が義務づ けられているた

め、ＩＳＯ認証取得企業が作成する企業の独自性が示される純粋なボランタリー報告書と は異なる。

１２〕 報告書を作成する意図

では企業 が法 規制 で要求されていない、
ボラ ンタリーの環境報告書を作成する意図とは、 い

か な る も の で あ る の か。

第 一 に、 ス テ イ ク ホ ル ダ ー に 対 す る ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の 深 化、 拡 大 し た 環 境 ア カ ウ ン タ ビ

リティ が浸透方向にある。 また、 ヨーロッ
パでは環 境報 告書は将 来的な法制度化 に向 けた事前

対 応 と し て、 ま た 競 争 優 位 性 の 確 立 の た め に 大 き な 役 割 を 果 た し て い る。 現 に、 イ ギ リ ス で は

環 境大臣により法規制の可能性が示唆されている。 さ らに、 市民の環境意識の高さもこれら を

裏 付 け る も の と し て あ げ ら れ る。

皿 イギリス企業の動向

１１〕 企業意識

実際、 企業はどのように報告書を位置づ けているの か、 イ ギリスの上場企業８５杜 ヘラ ンダム

に 環 境 報 告 書 を 要 求 し た と こ ろ、 ６６杜 か ら の 返 答 （回 収 率７７１６％） が 得 ら れ た。 そ の 際、 簡 単

な 環 境 意 識 に 関 す る ア ン ケ ー ト （資 料 １） を 添 付 し、 １６杜 （２４．１％） か ら 回 答 を 得 る こ と が で き

た。 そ の 結 果、 独 立 し た 冊 子 と し て 環 境 報 告 書 を 作 成 し て い る 企 業 は３５杜 （図 表 １）、 ア ニ ュ ア

ル ・ レ ポ ー ト 内 で 何 ら か の 環 境 情 報 に 関 し て 触 れ て い る 企 業 は２２杜、 さ ら に、 い ず れ に お い て

も環境情報に触れていない企業 は９ 杜であっ た。

ま た ア ン ケ ー ト の 回 答 よ り、ＩＳＯ を 重 視 す る と 答 え た 企 業 は１６杜 中１１杜 の お そ よ６８％ を 占 め る

（図 表 ２）。 そ し て１４杜 が ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト も し く は 独 立 し た 環 境 報 告 書 に お い て、 環 境 情

報を提供すべきとの見解を示している。 それ はア ンケー トの質 間２の結果より消費者の環境へ

の 関 心 が 高 い と 認 識 し て い る 企 業 が１４杜 （８７．５％） に の ぼ る こ と が 情 報 開 示 へ の イ ン セ ン テ ィ

ブ の １ つ に な っ て い る と 思 わ れ る。 そ し て、 環 境 報 告 書 に お け る 明 記 か ら は、ＩＳＯ 派 は３５杜 中１５

杜 の４３％ に の ぼ っ て い る （図 表 ３）。 さ ら に 独 自 の シ ス テ ム を 構 築 し、 報 告 書 を 作 成 し て い る 企

業 も ボ ラ ン タ リ ー 開 示 の 範 嬢 に 含 ま れ る と 認 識 で き る。 こ の よ う に イ ギ リ ス で は、ＩＳＯ の 認 証 取

得 が 主 流 で あ り、ＩＳＯ ま た は 独 白 の 環 境 管 理 シ ス テ ム を 有 し な が ら、 ボ ラ ン タ リ ー に 情 報 を 提 供

す る 傾 向 が あ る こ と が う か が え る。 た だ、 ＩＳＯ は イ ギ リ ス 規 格 で あ るＢＳ （Ｂｒｉｔｉｓｈ Ｓｔａｎｄａｒｄ）
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ＩＳＯ が 主 流 と な る の は 当 然 と い え る か も し れ な い。

８１

資 料１ ア ン ケ 」 ト 項 目

企 業 と し て環 境 につ い て どう 考 える か？

企 業 と して 消 費 者 は環 境 に 注 意 を払 っ て い る と 思 う か ？

ＥＭＡＳとＩＳＯ の 関 係 を ど う 考 え、 ど ち ら の ス キ ー ム に よ り 注 意 を払 っ て い る か？

ＥＭＡＳとＩＳＯ に は 間 題 点 が あ る か ？

環 境 報 告 書 の 作 成 や ア ニ ュ ア ル ・ レポ ー ト にお い て環 境 に つ い て 述 べ る こ と は 必 要 で あ る と 考 え

て い る か ？

６ 日 本 の 電 機 企 業 の 環 境 へ の 取 り 組 み に つ い て どう 考 え る か？

図 表 １ 環 境 報 告 書 の 提 示 を 受 け た 企 業 一 覧

１ ＢＡＡ １３ Ｋ ＶＡＥＲＮＥＲ ２５ Ｓｈｅｌ１ ＣｈｅｍｉｃａＩｓ

２ ＢＡＲＣＬＡ ＹＳ １４ Ｎａｔｉｏｎａ１ Ｇｒｉｄ ２６ Ｓｏｕｔｈ Ｗ ｅｓｔ Ｗ ａｔｅｒ ＰＬＣ

３ Ｂ Ｇ ｐ１ｃ １５ ＮａｔＷ ｅｓｔ Ｇｒｏｕｐ ２７ ｓｙｎｔｈｏｍｅｒ

４ ＢＮＦＬ １６ Ｐ＆ Ｏ ２８ Ｔｈｅ Ｂｏｄｙ Ｓｈｏｐ

５ Ｂｒｉｔｉｓｈ Ａｉｒｗａｙｓ １７ Ｒｅｄ１ａｎｄ ２９ Ｔｈｅ Ｅ ＭＩ Ｇｒｏｕｐ

６ Ｂｒｉｔｉｓｈ Ｅｎｅｒｇｙ １８ Ｒｅｎａｕ１ｔ ３０ Ｖ ＡＵ ＸＨ ＡＬＬ

７ Ｂｒｉｔｉｓｈ Ｗ ａｔｅｒｗａｙｓ １９ Ｒ Ｍ Ｃ ３１ ＶＥＲＴ

８ Ｅａｓｔ Ｍｉｄ１ａｎｄｓ Ｅ１ｅｃｔｒｉｃｉｔｙ ２０ ＳＡＦＥ Ｗ ＡＹ ３２
Ｗ ａｓｔｅ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ

Ｉｎｔｅｍ ａｔｉｏｎａ１ ｐ１ｃ

９ Ｅａｓｔｅｒｎ Ｇｒｏｕｐ ２１ Ｓｃｏｔｔｉｓｈ Ｎ ｕｃ１ｅａｒ ３３ Ｗ ｅｓｓｅｘ Ｗ ａｔｅｒ

１０ ＩＢ Ｍ ＵＫ ２２ Ｓｃｏｔｔｉｓｈ Ｐｏｗｅｒ ３４ Ｙｏｒｋｓｈｉｒｅ Ｗ ａｔｅｒ ｐ１ｃ

１１ ＩＣＩ ２３ Ｓｅｖｅｒｎ Ｔｒｅｎｔ Ｐｌｃ ３５ ＺＥＮＥＣＡ
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重 要 性 の高 い 環 境 マ ネ ジメ ン ト シ ス テ ム

図 表 ２ ア ン ケ ー ト 図 表 ３ 報 告 書

□ ｌＳＯ

捜 ＥＭＡＳ

麗 独自

■ その他

□ １ＳＯ

翻 舶
翻 両方

■ ＥＭＡＳ

囮 明記痛し

１２〕 報告書の特徴

企業がボランタリーで作成する報告書はいかなるものであるのか。 國部克彦助教授の
「イ ギ

リス環 境報 告」 （山上達人、 菊谷正人
『環境会計の現状と課題』 白桃書房） において紹介された

１９９３年 ＫＰ Ｍ Ｇ の 調 査 で は、 環 境 方 針、 環 境 実 績、 ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト に お け る 環 境 問 題 の 言

及 に 焦 点 が 当 て ら れ て い る。 そ こ で、 こ こ で は そ れ ら を 参 考 に し な が ら 比 較 を 行 う。

ま ず環境報告書を作成している企業数の推移は、 企業の選択がラ ンダムであったため明確に

述 べる ことはできないが、１９９６年度版環境報告 書に関するＫＰＭＧの 同様の調査 による と、 独立

した環 境報 告書を作 成している企業数は１９９３年と比較すれば微増したにす ぎない。 また、 内容

に関しても 一概 に比 較が可能 ではが、 私が調査した環境報告書のみに注目すると、 環境方針を

提 示 し て い る 企 業 は３５杜 中３１杜 （８８．６％） で あ り、 形 式 的 に 統 一 さ れ て い る。 環 境 実 績 の 物 量

化 に つ い て は、 項 目 に 対 応 し た 数 量 の 開 示、 も し く は グ ラ フ 化 に よ り、 ２６杜 （７４．３％） が 開 示

を 行 っ て い る。 こ の２点 に お い て、 １９９３年 度 の 環 境 報 告 書 の 内 容 か ら の 飛 躍 が 見 て と れ る。

さら に、 １９９３年 には特 定企業の みと された環 境改善費や環 境法規制違反 による罰 金額を開示

し て い る 企 業 も１６杜 （４５．７％） と 大 幅 に 増 加 し て い る 点 も 注 目 に 値 す る。 そ れ ら 企 業 の 内 訳 は、

エ ネ ル ギ ー 供 給、化 学 産 業 に 従 事 す る 企 業 が 多 数 あ げ ら れ る が、金 融 機 関 で あ る ＮａｔＷｅｓｔ Ｇｒｏｕｐ

のような企業もエネル ギー消 費量、 廃棄物 量等 を貨 幣換 算することで費用 削減と連 動させてい

る。 ま た、 國 部 助 教 授 は
『環 境 会 計』 （新 世 杜） に お い てＢｒｉｔｉｓｈ Ａｉｒｗａｙｓの 環 境 報 告 書 を 取 り

あ げ て い る。 そ の 次 年 度 版 と し て の 今 回 の 報 告 書 も 引 き 続 き
「環 境 コ ス ト ・ 投 資 ・ 節 約 額 表」

を 開 示 し て お り、ＮａｔＷｅｓｔ Ｇｒｏｕｐ等 他 企 業 の デ ー タ と 比 較 す る と、詳 細 で 卓
越 し た も の で あ る。

環 境 改 善 費 を 開 示 し て い る 企 業 の 傾 向 か ら、ＮａｔＷ ｅｓｔ Ｇｒｏｕｐの よ う に 節 約 を 機 軸 と し た も の と、

Ｂｒｉｔｉｓｈ Ａｉｒｗａｙｓの よ う に 環 境 支 出 項 目 に 対 応 し た 費 用 を 開 示 す る ２ つ の タ イ プ に 大 別 で き る。
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た だ Ｂｒｉｔｉｓｈ Ａｉｒｗａｙｓの 内 容 は 詳 細 だ が、環 境 支 出 項 目 の 選 定 基 準 や そ の 効 果 が 不 明 瞭 で
あ る と

同時に、 およそ半数 におよぶ環境支出項目 が前年度と異 なる ため、 比 較可能性 において不確実

で あ る と い え る。 さ ら に、 こ の よ う な 環 境 改 善 費 と ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト の 関 連 性 に つ い て、

環 境 改 善 費 を 開 示 し て い る１６杜 中８杜 に 注 目 す る と、 ４杜 は ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト 内 で 方 針 等 を

開 示 す る に と ど ま っ て い る。 残 り４杜 は、 注 記 等 で 同 様 の デ ー タ で は な い が、 環 境 に 付 随 す る 費

用 支出の記載がなされている。 逆に多くの企業
が環境報告書 にお いて 財務 データの 要点 を開 示

し て い る が、 ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト と 環 境 報 告 書 を 個 別 に 送 付 す る こ と か ら、 環 境 情 報 を 重 要

視 す る な ら ば、 ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト に お い て 環 境 デ ー タ の 要 点 の 記 載 は ス テ イ ク ホ ル ダ 」 に

とり包括的な企業判断を行うために必要に思われる。

報告書の外部証明については、 いまだその正当性、 誠実性の基準が あいまい である点 が指摘

さ れ て い る も の の、 １２杜 （３４．３％） が 行 っ て お り、 こ の 点 に 関 し て、 特 に 疑 惑 の 視 線 が 向 け ら

れている化 学産業は信頼性を伴う認証の必要性を訴えている。

１９９６年度においても、 非財務指標と財務指標を併用した環境報告書 を作成する企業 は増加 し

つ つ あ る。 し
か し、 ボ ラ ン タ リ ー で あ る が ゆ え に 企 業 ご と 多 岐 に わ た っ た 内 容 を 包 含 し て お り、

企業間の、
さらには同一企業内ですら比較可能性は低くなるという問題 を孕ん でいると思わ れ

る
。

Ｖ む す ぴ

今 日、 日 本 で は 企 業 に お け る 環 境 会 計 が 展 開 さ れ、 そ れ ま で の 定 量 的 情 報、 ＰＲ に 焦 点 を 当 て

た報 告書は、 現在 へ至る 数年の間に急 激な変化 を遂げてきた。 本稿今回はあくまでも１９９６年度

のイ ギリス という限定的な範囲の研究 にとどめ、 情報収集の限界から少数のサ ンプル数から結

論 を推 し量って いる 部分 があることも 否めない。

しかしな がら、 当 時日本 において先進 的であっ た電機企業が作成したＰＲ的要素が色濃く出

て いる環境報告 書（１９９６年版） と比較 するならば、イ ギリス企 業はＩＳＯ認証取得しながら
ボラ ン

タリー で報告書 を作成 してお り、 環境 実績、 環 境改善費の情報開示の発展は特筆に価し、 時系

列的 に内容 を捉 える上 で基礎 となるものと 考える。
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